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地域再生計画 
 

１ 地域再生計画の申請主体の名称 
  熊本県 
 
２ 地域再生計画の名称 
熊本県半導体関連産業地域再生計画 
 
３ 地域再生の取組を進めようとする期間 
２００４年から２０１０年まで 
 
４ 地域再生計画の意義及び目標 
（１）意義 
熊本県では、これまでテクノポリス計画、科学技術振興指針、工業振興ビジョン等で、
半導体（新製造技術）分野を戦略的分野の一つとして明確に位置づけ、産学行政の連携
による技術開発、新事業支援、企業誘致等を積極的に推進している。 
さらに、平成１５年３月には「熊本セミコンダクタ・フォレスト構想」を作成し、地
域の産学行政連携を基盤として、半導体生産技術を核とした国際競争力のある新技術・
新産業が継続して創出される活力ある地域（熊本シリコン・クラスター）の創成を目指
すなど、一貫した産業政策が推進されている。 
このような産業政策に基づき、本地域再生計画では、地域のポテンシャルを最大限に
活用するため、県内の半導体産業が特に集積する旧テクノポリス圏域を地域再生計画区
域に設定し、関係市町村と緊密な連携を図り、特区の規制の特例措置と相まった地域再
生の支援措置を活用することで、更なる産学行政の研究開発を促進するとともに、人材
の育成、大学の活性化、戦略的企業誘致及び新産業創出を図ることとしている。 
※地域再生計画区域の範囲 
熊本市及び菊池市並びに熊本県下益城郡富合町、菊池郡大津町、菊陽町、合志町、 
泗水町、西合志町及び旭志村、阿蘇郡西原村並びに上益城郡御船町、嘉島町及び益
城町の全域（熊本県半導体産業特区の区域と同範囲：旧テクノポリス圏域） 
特に、現下の厳しい雇用情勢において、こうした地域や産業の振興の取組を行う中、
地域での雇用機会の増大に結びつかない問題も生じており、人材の育成・確保等、雇用
面での対策を一体的に講じることで、地域雇用の促進を図ることが求められている。 
これらの取組みを進めることにより、半導体産業の活性化及び半導体関連技術を活か
した他分野産業の創出・振興が図られ、地域経済の活性化と地域雇用の創造による地域
浮揚が実現される。 
このことは、本県がこれまで半導体（新製造技術）分野を戦略的分野の一つとして明
確に位置づけ、一貫した産業政策を進めてきた結果であり、これは、全国の地方公共団
体が進める戦略的な産業政策と特区計画、更には地域再生計画を組み合わせた産業活性
化の見本となる。また、このような産業政策の成果はシリコンアイランド九州と呼ばれ
る九州半導体産業の再構築につながるとともに、我が国の幅広い産業活性化に波及して
いくこととなる。 
（２）目標 
本県の産業政策の指針となる「熊本セミコンダクタ・フォレスト構想」において、熊
本シリコン・クラスターを創成することを目的に、２０１０年までに 
① 頭脳を伴った国内最先端の半導体生産拠点の形成（単なる半導体生産のみならず、
産学行政による有機的な連携体制を構築することにより、最先端の研究開発を行
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う。） 
② 半導体関連産業（半導体素子、集積回路、半導体製造装置の各製造業）の製造品出荷額
１兆円（平成１３年度約６，０００億円。） 

を目指すこととしている。 
本構想の中核となる地域再生計画区域において、本地域再生計画を推進することによ
り、地域の産学行政連携を基盤として、半導体生産技術を核とした国際競争力のある新
技術・新産業が継続して創出される活力ある地域を創成し、目標数値の実現に資する。 
 
５ 地域再生計画の実施が地域に及ぼす経済的社会的効果 
本地域再生計画の目標達成のため、「熊本セミコンダクタ・フォレスト構想」に沿っ
たプログラムとして、「研究開発」を中心に「人材育成」「大学の活性化」「戦略的企業
誘致」「新産業創出支援」の５本の柱により特定事業を推進する。本地域再生計画によ
る特区の規制の特例措置と相まった地域再生の支援措置の活用を契機に産業振興に伴
う雇用施策の充実が図られるとともに、一層の産学行政連携による取り組みの強化を図
ることが可能となり、下記に掲げるそれぞれの目標数値の達成を目指す。 
 

1. 研究開発 
地域においては、研究開発に取り組む機会を増やすなど、知的興奮の場を創成し、地
域企業の研究開発能力を向上させることが重要である。そのためには、産学行政の連携
強化による研究開発の促進が必要である。そこで、研究開発を促進する規制の特例措置
を活用することで、下記目標数値の実現に資する。 
産学官が連携した国等のプロジェクト数は平成１４年度は１３テーマ、平成１５年度
は１２テーマで、平成１６年度においては、２０テーマのプロジェクトの実施を目指す
こととしている。 
 
 
【熊本セミコンダクタ・フォレスト構想の数値目標】 
２０１０年までに、積極的な提案により、半導体関連を中心とした最先端技術
開発に関して、産学官が連携した国等のプロジェクト２００テーマ実施 

 
2. 人材育成 
地域の産業を支えるのは、人材であり、高度なスキルを有する人材を地域で継続的
に育成し、輩出するシステム作りに取り組むことが重要である。そのためには、産学
行政の連携強化による半導体関連技術者の育成が必要である。そこで、人材育成を促
進する特区の規制の特例措置及び地域再生の支援措置を活用することで、下記目標数
値の実現に資する。 
ネットワーク型半導体教育・研修講座による半導体関連技術者の育成は平成１４年
度は７７人、平成１５年度は９７人で、平成１６年度においては、１３５人の育成を
目指すこととし、更に、地域再生の支援措置による地域人材の育成・人材の誘致によ
り、１００人の育成・雇用創出を目指すこととし、２０１０年までには３００人の育
成・雇用創出を目標とする。 
 
【熊本セミコンダクタ・フォレスト構想の数値目標】 
２０１０年までに、ネットワーク型半導体教育・研修講座を通じ、１０００人
の半導体関連技術者の育成 

 



- 3 - 

 
3. 大学の活性化 
国立大学の独立法人化の流れの中で、地域において優秀な人材を輩出するとともに、
産業の基となるシーズを産み出す拠点である大学においては、基礎研究はもとより、
絶え間ない技術革新を産み、地域の産業を支えるために、主体的意識を持って常に活
性化を図ることが重要である。そのためには、産学行政の連携強化によって大学の活
性化を進める必要がある。そこで、大学の活性化を促進する規制の特例措置を活用す
ることで、下記目標数値の実現に資する。 
ＴＬＯ等を通じた技術移転は平成１４年度は４件、平成１５年度は７件で、平成１
６年度は８件の技術移転の実施を目指すこととしている。 
 
【熊本セミコンダクタ・フォレスト構想の数値目標】 
  ２０１０年までに、ＴＬＯ等を通じ１００件の技術移転 

 
4. 戦略的企業誘致 
地域における雇用の創出には、地域企業の技術力向上等、地域産業の強みを活かし
た事業環境、雇用環境及び産業インフラの整備が重要である。そのためには、地域の
ポテンシャルを活かした戦略的な企業誘致が必要である。そこで、戦略的企業誘致を
促進する規制の特例措置を活用することで、下記目標数値の実現に資する。 
半導体関連企業を中心に海外企業も含めた立地件数は平成１４年度は７件、平成１
５年度も７件であり、平成１６年度においては、１０件の立地を目指すこととしてい
る。 
 
【熊本セミコンダクタ・フォレスト構想の数値目標】 
  ２０１０年までに、半導体関連企業を中心に海外企業も含め１００社の立地 

 
5. 新産業創出支援 
新産業の創出にあたっては、研究開発により創出された成果を効果的に事業化に結
びつける必要があるが、資金、経営、技術等の様々な面から積極的に支援することが
重要である。そのためには、産学行政の連携強化による新産業創出のための支援が必
要である。そこで、新産業創出の促進が図れる規制の特例措置を活用することで、下
記目標数値の実現に資する。 
研究開発型ベンチャー企業数は平成１４年度は１６社（うち１社が株式公開）、平
成１５年度は７社であり、平成１６年度においては、２０件の研究開発ベンチャー企
業の創出と１社の株式公開を目指すこととしている。 
 
【熊本セミコンダクタ・フォレスト構想の数値目標】 
  ２０１０年までに、研究開発型ベンチャー企業１００社の立ち上げ、５社の株
式公開 
 
 
 

６ 講じようとする支援措置の番号及び名称   
・ 支援措置：地域雇用機会増大促進支援事業の実施可能な地域の追加（１０９０２） 
      ：地域再生雇用支援ネットワーク事業の集中化（１０９０１） 
      ：日本政策投資銀行の低利融資（１０７０１） 
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７ 構造改革特区の規制の特例措置により実施する取組その他の関連する事業 
・ 特定事業：土地開発公社の所有する造成地の賃貸事業（４０３） 
 
 構造改革特別区域において実施する特定事業は、対象地域に集積する半導体産業の技
術開発力と熊本大学をはじめとした大学発の研究開発力を最大限に活用し、産学行政の
有機的な連携を強化するものである。これにより産学行政の連携による研究開発を促進
するとともに、人材の育成、大学の活性化、戦略的企業誘致及び新産業創出を促進し、
半導体産業の活性化と半導体技術を活かした他分野産業の創出、振興による地域浮揚を
実現する。 
そのため、本県としても、県の産業政策の指針である「熊本セミコンダクタ・フォレ
スト構想」の事業推進に併せ、特定事業に関連する以下の事業を着実に取り組むことと
している。また、必要に応じ本県独自の規制緩和等についても検討を進める。 
さらに、福岡県などで進む半導体産業振興の関連プロジェクトや九州半導体イノベー
ション協議会において進められる九州シリコンクラスター計画に基づく事業なども、関
連づけて進めていく。 
なお、今後、事業推進をする上で、新たに必要となる規制の特例措置については、随
時本地域再生計画の変更を行うこととする。 
 

1. 熊本セミコンダクタ・フォレスト構想（平成１５年３月策定）の推進 
同構想を実現するため、「研究開発」を中心に「人材育成」「大学の活性化」「戦略的
企業誘致」「新産業創出支援」の５本の柱により、下記の実行計画のとおり着実に推進
する。 
 
1 研究開発 
(1)半導体技術に関する研究開発の推進 
① 地域結集型共同研究事業の推進 
・地域結集型共同研究事業（H11.10～H16.9） 
② 最先端の半導体技術開発プロジェクト構想立案とその具体化 
・熊本シリコン・クラスター形成推進会議ワーキンググループ（ＷＧ）等によ
る新たな研究課題の選定 
・地域コンソーシアム研究開発事業等、国等の公募型研究プロジェクトの活用 
（公募説明会開催等による国の提案公募型事業等の周知徹底） 
・提案書作成セミナーの開催（Ｈ１４年度から実施） 
③ 製造現場の課題解決の場の設置 
熊本シリコン・クラスター形成推進会議の運営 
・技術会合（テクノロジーマッチング）の場の設置検討 
④ 技術・市場に関する情報の収集・分析 
・調査研究の実施 
・大手企業研究員ＯＢ等の招聘による地域企業への次世代半導体技術動向等の
情報提供や他分野活用への助言指導 

(2)研究環境の整備 
① 研究機関の機能充実、ネットワーク化及び立地促進 
・財団法人くまもとテクノ産業財団共同研究棟、同電子応用機械技術研究所、
工業技術センター、熊本大学（ＳＶＢＬ）等の研究機関の機能充実、連携強
化等の検討 
・Ｒ＆Ｅセンターの整備検討 
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② 広域的産学行政連携 
・全九州半導体技術フォーラム国際会議の開催 
・ＴＬＯ、ＲＳＰ事業等のコーディネーターの活動強化 
（コーディネーター間の情報の共有化や国等のプロジェクト等の民間企
業への周知方策の検討のためのコーディネーター会議の開催） 

③ 研究成果の情報発信による共同研究体制の拡充・強化 
・セミコン・ジャパン出展、同熊本フォーラムの開催 
・セミコン・ウエスト出展 
・全九州半導体技術フォーラム国際会議の開催（再掲） 

(3)半導体関連技術を応用した他分野の研究開発の推進 
① 半導体関連技術をバイオ、医療・福祉、環境等他分野へ応用したテーマによる
共同研究開発事業等の実施 
・都市エリア産学官連携促進事業の推進（生体情報分析・送受信及び個体識
別機能を持った生体適合型マイクロセンサー（スマートマイクロチップ）
の開発）（H14.8～H17.3） 
・熊本シリコン・クラスター形成推進会議ワーキンググループ（ＷＧ）等に
よる新たな研究課題の選定（再掲） 
・技術会合（テクノロジーマッチング）の場の設置検討（再掲） 
・地域コンソーシアム研究開発事業等、国等の公募型研究プロジェクトの活
用（再掲） 
・調査研究の実施（再掲） 
・ロボット及び精密金型技術等への応用 

 
 2 人材育成 
(1)ネットワーク型半導体教育･研修システム等による半導体関連技術者の育成 
① ネットワーク型半導体教育・研修システム講座の充実 
・ネットワーク型半導体教育・研修講座の実施、充実 

② 設計技術関連講座の充実 
・ネットワーク型半導体教育・研修講座や大学等による設計講座の開設、充
実の検討 

③ 大学等との連携 
・単位認定制度、スペースコラボレーションシステムの活用等による遠隔授
業の実施等の検討 

④ 福岡システムＬＳＩカレッジ等他地域との相互協力と連携 
・ネットワーク型半導体教育・研修システムと福岡システムＬＳＩカレッジ
との連携推進 

(2)大学等による人材育成 
① 「3大学の活性化」参照 
(3)若年層の啓発・育成 
① 高校生等の科学技術に対する意識の醸成 
・キャンパス・インターンシップの実施 
・大学教官の高校における講演 
② 中学、高校における理科教育の充実方策の検討 
・大学等の教官（研究者）と中学、高校における理科教師との交流 
・大学等の設備や実験器具等の中学、高校への開放 
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(4)人材の確保 
① 研究者・技術者の招聘・誘致 
・大手企業研究員ＯＢ等の招聘による地域企業への次世代半導体技術動向等の
情報提供や他分野活用への助言指導（再掲） 

② 産業と教育のマッチング 
・産業界が欲する人材の輩出方策検討の場の設置 
③ 専門能力を持った人材の活用 
・ポスドクや企業等の退職技術者の地域企業等への派遣の検討 

(5)半導体に関する啓発 
① 半導体に関する知識や歴史についての普及・啓発 
・半導体関係展示館（半導体ミュージアム等）の設置検討 

 
 3 大学の活性化 
(1) 産業のニーズを踏まえた研究開発の推進 
① 産業構造に合致した学科等の新設 
・産業構造に対応した学科や講座等の新設 
② 技術移転の促進 
・ＴＬＯ事業の推進（㈱産学連携機構九州等との連携推進） 
③ 企業との共同研究の推進 
・企業研究員の積極的雇用 
・大学内の土地、建物等の貸与による大学内への企業誘致の実現 

(2) 大学発ベンチャー企業の創出 
① 教官、学生の起業化精神の醸成 
・教官の兼業規程等の積極的活用による大学発ベンチャー企業（例：㈱ユージ
ーン）輩出 

② 熊本大学サテライト・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（ＳＶＢＬ）等に
よる大型プロジェクト、院生参加プロジェクトの推進 
・ＳＶＢＬにおける起業化意欲のある教官、学生のテーマやプロジェクトの採
用による研究開発、人材育成の推進 

③ インキュベーション施設の整備 
・大学内への企業誘致による教官や学生の起業化精神の醸成、ベンチャー企業
の育成推進 

④ 学生の職業適応能力の育成 
・インターンシップ制度の積極的活用推進 

(3) 産業と大学の人材育成・研究開発のコンカレント化 
① 連携大学院構想、産業大学院構想の推進 
・九州シリコンクラスター計画との連携による「連携大学院構想」、「産業大学
院構想」の推進 

(4) 地域への貢献 
① 地域課題の解決に向けた大学での取り組み推進 
・地域貢献事業（熊本大学） 
 

 4 戦略的企業誘致 
① 情報ネットワークの構築 
・セミコン・ジャパン出展（再掲） 
・セミコン・ウエスト出展（再掲） 
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・ＳＴＳセミナー同時中継 in 熊本 
       （セミコンテクノロジーセッション(ＳＴＳ)をセミコン・ジャパン会場（幕

張メッセ）とグランメッセ熊本をつないだテレビ会議システムにより同
時中継で行う。） 

・米国スタンフォード大学アジア・パシフィック・リサーチ・センターへ本県
職員を派遣 

② 情報インフラの整備 
・熊本テクノ・リサーチパークやセミコンテクノパークにおける高速通信イン
フラの整備 

③ リース制度（土地、工場）の導入 
・土地や工場についての積極的なリース制度導入による企業の立地促進 
（・城南工業団地については、平成１３年度より土地のリース制度を導入済み） 
・熊本試作開発型事業促進施設（セミコンテクノパーク貸工場）、熊本新事業
支援施設（熊本テクノ・リサーチパーク貸工場）の企業立地促進への活用 

④ 企業誘致のための各種優遇策等の検討 
・企業立地促進補助の補助基準・補助額の見直しの実施（Ｈ１６年度実施予定） 
⑤ インターナショナルスクールの整備・検討等の環境整備 
・インターナショナルスクールの整備検討 

 
 5 新産業創出支援 

(1) 施設整備 
① インキュベーション施設の整備 
・インキュベーション施設（旧県運転免許センターを改築）の整備、運営 
・熊本試作開発型事業促進施設（セミコンテクノパーク貸工場）、熊本新事業
支援施設（熊本テクノ・リサーチパーク貸工場）の活用（再掲） 

(2) 資金供給の充実 
① 創業初期段階の投資 
・財団法人熊本県起業化支援センターによる資金援助 
・くまもとベンチャーマーケット（二火会）の開催 
② 創業者や中小企業への資金支援 
・資金基盤の弱い中小・ベンチャー企業等が利用しやすい融資制度の充実・整
備検討 

(3) 支援体制の活用 
① 中核的支援機関（財団法人くまもとテクノ産業財団）を中心とした地域プラッ
トフォーム（総合的産業支援体制）の活用 
・くまもとプラットフォームの活用の推進 
② ベンチャーマーケットにより、銀行、証券、ベンチャーキャピタル等の投資家
やビジネスパートナーとの出会いを推進 
・くまもとベンチャーマーケット（二火会）の開催（再掲） 

 
 
2. 産学行政連携研究開発プロジェクトの推進 
本特別区域においては、産学行政の連携の下、下記のようなプロジェクトが推進中で
ある。今後も積極的に国等の研究開発事業に提案を行い、新たな産学行政の連携による
研究開発プロジェクトの推進に努める。 
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(1)熊本県地域結集型共同研究事業「超精密半導体計測技術開発」【科学技術振興事業
団】 
次世代半導体生産技術の確立に不可欠な超精密（ 0.1 ﾐｸﾛﾝ以下）計測技術を中心
に、その基礎となる超精密高速ステージの開発を行うとともに、電子ビーム、ウ
ェハ・回路、レジストの各分野において超精密計測に不可欠な次世代技術の開発
を推進中（研究期間：平成１１年１０月～平成１６年９月（５年間））。 
加えて、半導体生産技術に関わる研究者、生産技術者及び技術系学生を対象に、
熊本大学、県立技術短大、財団法人くまもとテクノ産業財団及び半導体メーカー
等がネットワークを組み、生産技術者育成のための教育・研修システムの構築し、
教育・研修講座を実施中（平成１３年度：６講座、平成１４年度８講座、平成１
５年度９講座）。 
 

(2)都市エリア産学官連携促進事業「生体適合型マイクロセンサー（スマートマイクロ
チップ）の開発」【文部科学省】 
熊本県地域結集型共同研究事業において蓄積された超精密微細加工技術を本
県のライフサイエンス分野（遺伝子改変マウス大量作製技術）に応用展開する事
業として、遺伝子の機能解析に必要な遺伝子改変マウスの生理機能計測及び個体
識別を可能とする微細かつ高機能な生体適合型のマイクロセンサー（スマートマ
イクロチップ）の開発に取り組んでいる（事業期間：平成１４年９月～平成１７
年３月）。 
 

(3)地域コンソーシアム研究開発事業【経済産業省】 
熊本県地域結集型共同研究事業において進められている研究開発などの地域
ポテンシャルを活かした研究開発テーマについて、事業化に向けた研究開発を促
進するため、下記の地域コンソーシアム研究開発事業が進んでいる。 
① ３次元形状計測と半導体電気特性形状計測機能を搭載した電子ビーム測長機
の開発（平成１４年８月～平成１６年３月） 
② チップレベル積層のためのアライメント装置の開発（平成１４年８月～平成１
６年３月） 
③ ＱＴＡＴ（短工期）オンライン電子回路パターンニング技術の開発（平成１５
年３月～平成１６年３月） 
④ プラズマ処理装置向け異常放電抑止システムの開発（平成１５年８月～平成１
７年３月） 
 
(4)地域研究開発促進拠点支援事業（ＲＳＰ事業）【科学技術振興事業団】 
   本県が設定した重点技術領域である新製造技術、情報通信、環境、バイオテク
ノロジー、医療・福祉の５分野を中心に、大学等の研究成果の中で、先端的科学
技術をいち早く掘り起こして育成し、実用化につなげるためのコーディネート活
動を積極的に展開している（平成１３年７月～平成１８年３月）。 
 
(5)熊本ＴＬＯ事業【経済産業省・文部科学省】 
   県内の大学等が保有する優良な研究成果、技術シーズを特許化し、民間企業へ
の技術移転を図ることで新事業の創出を促進するとともに、技術移転によって得
られるロイヤリティー（特許料収入）を研究者や大学に還元し、研究活動の一層
の活性化を図るため、財団法人くまもとテクノ産業財団を事業主体として推進し
ている（平成１３年８月に承認）。 
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3. 新産業創出支援（くまもとプラットフォーム）の推進 
本県では、新産業創出支援を行うため、財団法人くまもとテクノ産業財団を核に約３
０の支援機関がネットワークを結び、中小企業・ベンチャーを積極的に支援している。
県内の各産業支援機関では、起業化、販路開拓、資金、技術開発などのさまざまな支援
策を総合的に一貫して支援する体制（くまもとプラットフォーム）を整え、創業、新分
野進出や経営革新などチャレンジされる方々への総合的な支援を行っている（平成１１
年度～）。 
 
4. 熊本大学地域貢献特別支援事業（熊本大学ＬＩＮＫ構想）との連携 
熊本大学では、地域課題の解決や人材育成、産業振興、環境保全といった地域に役
立つ研究も多く行っており、本県とパートナーシップを組みながら、それらを地域の
活性化に活かすよう、大学をあげて取り組んでいる。具体的には次の４つを基本コン
セプトとして推進している（平成１４年度～平成１６年度）。 
① 地域課題解決の先導的役割 
② ２１世紀型グローカルシティズンの育成（人材育成） 
③ 地域の優位性を活かした産業振興 
④ 環境を保全できる暮らしの実現 

 
 
８ その他の地域再生計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
別紙 支援措置を受けて実施し又はその実施を促進しようとする取組の内容、支援措置を
受けようとする者及び支援措置を講じようとする日 
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別紙１ 
 
１ 支援措置の番号及び名称 
①番号      １０９０２ 
②支援措置の名称 地域雇用機会増大促進支援事業の実施可能な地域の追加 
 
２ 当該支援措置を受けようとする者 
くまもと半導体関連産業地域雇用促進協議会（仮称） 
 
３ 当該支援措置を受けて実施し又はその実施を促進しようとする取組の内容 
  熊本セミコンダクタ・フォレスト構想の実現を目指して、旧テクノポリス圏域の地域
ポテンシャルを活かした産業振興に伴う地域一体となった雇用施策の実施 
（１）協議会構成員 
協議会名：くまもと半導体関連産業地域雇用促進協議会（仮称） 
構成員 ：熊本市、菊池市、富合町、旭志村、大津町、菊陽町、合志町、泗水町、 

西合志町、西原村、御船町、嘉島町、益城町、熊本県工業連合会、     
くまもとテクノ産業財団、熊本県 
 

   地域要件の適合性 
＜過去５年間の有効求人倍率（常用）の推移：熊本労働局データ＞ 
 

＜最近６ヶ月間における常用有効求人倍率の傾向：熊本労働局データ（管内ハローワーク指標）＞ 
 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 
熊本所 ０．５６ ０．６６ ０．６７ ０．６９ ０．７ ０．７５ 
上益城所 ０．１９ ０．２３ ０．２３ ０．２５ ０．２２ ０．２１ 
菊池所 ０．３ ０．３４ ０．３８ ０．４４ ０．４４ ０．４１ 
宇城所 ０．２４ ０．２５ ０．２７ ０．２８ ０．３ ０．２８ 
 
以上データより、 
 ア 最近５年間におけるその地域の常用有効求人倍率の月平均値が同時期にお

区分 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 
 熊本市 ０．３６ ０．３７ ０．５ ０．４３ ０．４６ 
 大津町 ０．３１ ０．３２ ０．４３ ０．３７ ０．４ 
 菊陽町 ０．２３ ０．２４ ０．３２ ０．２７ ０．３ 
 嘉島町 ０．３８ ０．３９ ０．５３ ０．４５ ０．４９ 
 益城町 ０．２６ ０．２７ ０．３６ ０．３１ ０．３３ 
 西原村 ０．３９ ０．４ ０．５５ ０．４７ ０．５ 
 御船町 ０．１７ ０．１５ ０．１９ ０．１６ ０．１３ 
 菊池市 ０．２８ ０．３７ ０．５９ ０．３５ ０．３３ 
 合志町 ０．１６ ０．２１ ０．３５ ０．２ ０．１９ 
 西合志町 ０．１５ ０．１９ ０．３１ ０．１９ ０．１７ 
 泗水町 ０．１６ ０．２１ ０．３４ ０．２ ０．１９ 
 旭志村 ０．２ ０．２７ ０．４４ ０．２７ ０．２４ 
 富合町 ０．２ ０．２ ０．２８ ０．２３ ０．２１ 
地域合計 ０．３２ ０．３４ ０．４７ ０．３９ ０．４２ 
全国平均 ０．４ ０．３８ ０．４７ ０．４２ ０．４１ 
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ける全国の当該率の月平均以下であること 
 イ 最近６ヶ月間において当該地域の常用有効求人倍率が急激に上昇する傾向
がないこと 
を踏まえ、支援措置要件に適合するものである。 
 

（２）事業の趣旨・目的 
旧テクノポリス圏域であるこの地域は半導体関連産業の一大集積地であり、企業と
研究機関、県・市町村等が連携を深めながら様々な環境整備が進んでいる。 
近年のＩＴ不況やアジア勢の台頭により厳しい状況にあるが、半導体関連産業の裾
野の拡大や技術の高度化に対応した新事業展開や企業誘致は今後も益々期待される
ところである。 
熊本県では「熊本セミコンダクタ・フォレスト構想」を作成し地域の産学行政連携
を基盤として産業施策を展開しているが、地域のポテンシャルを最大限に活用し、関
係市町村が緊密な連携を図り、産業振興に伴う雇用施策として、地域人材の育成、人
材の誘致・確保、企業ニーズに応じたコンサルティング支援等を行うことにより、地
域雇用機会の増大促進を図る。 
 
（３）事業の内容 
  ■地域人材の育成 
   ①産業支援技術講習事業 

：求職者向けの半導体関連技術講習 
   ②産業支援専門技術者養成事業 
     ：企業ニーズに応じた人材育成 
   ③先進企業派遣研修事業 
     ：求職者及び在職者の企業派遣研修 
■人材の誘致・確保 
④人材マッチング事業 
  ：地域人材育成修了者を対象とした合同面接会 
⑤Ｕ・Ｉターン推進事業 
  ：都市部での産業フェアに連動したＵ・Ｉターンフェアの開催 
  ：県Ｕターンアドバイザーと連携した情報提供 
⑥新規求人開拓事業 
  ：新規求人開拓員による求人開拓及び企業ニーズの把握 

   ■コンサルティング支援 
   ⑦企業コンサルティング事業 
     ：企業ニーズに応じた労務管理、人事戦略、人材ノウハウ等に係る相談会の実   

施 
：経営技術セミナーの開催 

 
 
 
 
 
別紙２ 
 
１ 支援措置の番号及び名称 
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①番号      １０９０１ 
②支援措置の名称 地域再生雇用支援ネットワーク事業の集中化 
 
２ 当該支援措置を受けようとする者 
熊本市及び菊池市並びに熊本県下益城郡富合町、菊池郡大津町、菊陽町、合志町、泗
水町、西合志町及び旭志村、阿蘇郡西原村並びに上益城郡御船町、嘉島町及び益城町 
 
３ 当該支援措置を受けて実施し又はその実施を促進しようとする取組の内容 
  地域再生計画に基づき実施するプラス事業と連携した企業ニーズの把握並びに就職
支援策の実施 
①地域再生雇用支援連絡会議 
・ 地域再生に取り組む市町村において、半導体関連企業の求める人材ニーズの把握及
び情報提供 

 ②地域再生就職支援 
・ 半導体関連企業の人材ニーズに応じた研修終了者と企業との合同就職面接会での
共催実施等の支援 

 ③職業紹介・情報提供 
・ 国と協同した相談窓口の設置・運営の検討 
・ 求人自己検索装置の設置検討 
  ※具体的な内容については、「地域再生推進のためのプログラム」（平成１６年２月
２７日地域再生本部決定）を踏まえ、熊本労働局と協議する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
別紙３ 
 
１ 支援措置の番号及び名称 
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①番号      １０７０１ 
②支援措置の名称 日本政策投資銀行の低利融資 
 
２ 当該支援措置を受けようとする者 
  支援対象となる地域で、事業の拡張や新規に事業を興そうとするＩＴ・半導体関連企
業 
 
３ 当該支援措置を受けて実施し又はその実施を促進しようとする取組の内容 
  既存のＩＴ・半導体関連の中堅企業だけでなく、資金基盤の弱い同業界ベンチャー企
業等の新規事業等に対して、日本政策投資銀行から金融面での判断を得て同行の融資の
利用が可能となった場合に、同行の融資を受けて本地域再生計画に基づく事業の展開を
進めることとする。 
 
（合致する日本政策投資銀行の投融資指針に定める事業） 
  「地域再生支援」のうち、 

① 域産業集積活性化 
② 域産業立地促進事業  

  「構造改革・経済活力創造」のうち  
③ 新技術開発 
④ 新産業創出・活性化 
 

（支援措置が再生の目標に不可欠な理由） 
   熊本県半導体関連産業地域再生計画では、①研究開発、②人材の育成、③大学の活
性化、④戦略的企業誘致、⑤新産業創出の５つを大きな柱（目標）に掲げており、こ
の中でも③における大学発ベンチャー企業の創設や、⑤における資金基盤の弱いベン
チャー企業等への融資制度の充実を図るうえで、この支援措置は不可欠であると思わ
れる。 
 
（融資を受けようとする事業等の概要及び日本政策投資銀行の融資要件との関係） 
 熊本大学において半導体関連分野の研究成果を活用した事業化、大学発ベンチャ
ー企業の設立を目指し、具体的な準備を進めている教員がいる。 
  研究分野：半導体関連技術 
  教  員：大学院自然科学研究科教授 
 提携する企業等との関係で会社設立の時期等は未定であるが、この事案への支援
をはじめ、現在進んでいる研究開発事業の成果を活用した事業化やベンチャー企業
の創出を促進するため本制度を活用していきたい。 

 
 
 
 
 
 
 


